
- 47 - 
 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

 分担研究報告書 

 

 

良好事例からみた中小企業における「がん治療と就労の両立支援」 
のあり方と両立支援ツールの開発 

 

 

研究分担者 錦戸典子 

東海大学大学院健康科学研究科看護学専攻 教授 

 

 

研究協力者 
 佐々木美奈子 東京医療保健大学医療保健学部 教授 
 伊藤美千代 東京医療保健大学医療保健学部 講師 
 吉川悦子 東京有明医療大学看護学部 講師 
 渡井いずみ 名古屋大学大学院医学系研究科看護学専攻 准教授 
 須藤ジュン 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 保健師 
 安部仁美 OH コンシェルジュ(株) 保健師 

研究要旨： 

中小企業において、がんと診断された労働者の就労支援に役立った工夫や対策を良好事
例として収集し、中小企業での「がん治療と就労の両立支援」のあり方を明らかにすると
ともに、両立支援を促進するための支援ツールを開発することを目的に研究を実施した。 
 平成 26 年度の東京都「がん患者の治療と仕事の両立への優良な取組を行う企業表彰事
業」表彰企業、および平成 27 年度の東京都「職域連携がん対策支援事業」取組み企業の
うち、研究協力承諾を得た 7社の経営者または人事労務担当者を対象としたインタビュー
を実施した。分析の結果、中小企業における両立支援のあり方として、社員の健康を重視
する社長の方針が明確で経営理念や社是にも明示するなどの「健康重視の社長方針と経営
理念の周知」、本人・家族が病気になっても互いに支え合う社員同士のつながりやコミュ
ニケーションを強化する「職場での相互支援・コミュニケーションの促進」、通院、体調
管理に必要な休みの取りやすさや、特別休暇・費用補助によるがん検診の受診奨励などの
「休暇取得とがん検診受診の奨励」、短時間勤務や軽作業への配置転換など体調に無理の
ない働き方を調整する「勤務時間と勤務内容の柔軟な工夫」、上司や人事労務担当者が無
理のない働き方について相談にのり制度情報などを提供する「上司・人事労務担当者によ
る細やかな相談対応」、外部の医療専門職に両立支援に関する相談をするなどの「外部資
源との連携や情報の活用」の 6つの大カテゴリーが抽出された。 
 上記の研究結果に基づき 6 領域 24 項目から構成される中小企業向けのがん治療と就労
の両立支援度チェックと、支援の重要性に関する解説や改善ヒントからなる支援ツールを
開発し、研究班のウェブサイトに公開した。他に、支援ツールのアプリ版についても企画
検討を行い、今後に向けた示唆を得た。これらの支援ツールを中小企業におけるがん治療
と就労の両立支援の普及推進の一助としていきたい。 
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Ａ. 研究目的 
 

中小企業において、がんと診断された労働者の就
労支援に役立った工夫や対策を良好事例として収集
し、中小企業での「がん治療と就労の両立支援」の
あり方を明らかにするとともに、両立支援を促進す
るための支援ツールを開発する。 

 

Ｂ. 研究方法 
 
1. 良好事例を持つ中小企業へのインタビュー 
1)研究対象者、およびリクルート方法 

良好事例を持つ中小企業として、平成 26 年度の東
京都「がん患者の治療と仕事の両立への優良な取組
を行う企業表彰事業」表彰企業、および平成 27 年度
の東京都「職域連携がん対策支援事業」取組み企業
を対象とすることとし、電話・メール・郵送等によ
り研究趣旨や倫理的配慮等について説明した上で研
究協力の承諾を得た 7 社の経営者または人事労務担
当者を対象とした。 
2) データ収集方法 

研究者１名が対象企業を訪ね、がんと診断された
労働者への職場での具体的な支援内容と工夫点・困
難点、および、両立支援のために必要なしくみや条
件などに関して、約 30分～50分の半構成的面接を行
った。同意を得てICレコーダーに録音するとともに、
1 名が話の内容をできるだけ正確にメモした。必要に
応じてレコーダーの再生も行いながら、インタビュ
ー終了後できるだけ早期に、聞き取った内容を列記
する形の記録を作成した。 
3) 分析方法 

作成した聞取り記録をもとに、がん治療と就労の
両立支援にあたる内容に関するコードを作成し、そ
の共通性を見出してサブカテゴリー、カテゴリーを
抽出した。  
4) 倫理的配慮 

本研究は、東海大学健康科学部倫理委員会（第 16
－11 号）の承認を得て実施した。本研究への協力は
本人の自由意思に基づくこと、撤回可能であること
を説明した上で、文書での同意を得てインタビュー
を実施した。インタビューは研究協力者の都合に合
わせて日時を設定し、企業の会議室などプライバシ
ーの確保できる場所で行った。さらに研究協力者の
個人名・所属事業場名を匿名化した上で、記録・分
析を行った。 

 
2. 支援ツールの開発と妥当性の検討 
 支援ツールの開発、および妥当性の検討は、以下
の手順で行った。 
1)支援ツールの基本構成の検討 
 中小企業にがん治療と就労の両立支援の取り組み
を普及推進するのに役立つ支援ツールを目指して、

実際に支援ツールを活用する人、活用する場面につ
いて、産業保健師としての企業での実践経験を持ち、
がんと就労についての研究に取り組んできた6～7名
の研究者間で討議した。その上で、支援ツールの狙
いを焦点化して、支援ツールの基本構成の検討・作
成を行った。 
2)アプリ版の企画・検討 
 まだ関心のない人々にも情報を効果的に伝えるた
めの媒体として、携帯アプリとしての支援ツールの
企画・検討を行った。企画にあたっては、携帯アプ
リ開発に携わる業者からコンサルを受け、メールや
対面で研究者と業者との数回のセッションを経て、
アプリ版の支援ツールの企画書を作成した。 
3)ホームページ版の企画・作成 
 研究班のウェブサイトに掲載し広く両立支援の普
及推進に資するため、ホームページ版の支援ツール
の企画・開発を行った。 
4)妥当性の検討 
支援ツールの基本構想、アプリ版企画、ならびに

ホームページ版についての妥当性・普及可能性を検
討するために、中小企業の経営者・経営学研究者 5
名に企画内容を説明し、内容のわかり易さや妥当性、
普及可能性、留意すべき点などについての意見を述
べてもらった。 
また、中小企業の人事労務担当者のうち協力を得

られた 10名に、ホームページ版支援ツールの構成を
提示し、使いやすさや分かりやすさ、参考になった
かなどの意見を聴取した。 
 
Ｃ. 研究結果 
 
1. 良好事例を持つ中小企業へのインタビュー結果 
7 企業にインタビューを実施した。すべて従業員規

模 300 名未満であり、7企業の業種は、製造業 2社、
運輸業 2 社、商社 1 社、総合建設業 1 社、サービス
業 1 社であった。実際にがんと診断された労働者の
個別事例があり治療と就労の両立支援を実施してい
る企業が 5 社、個別事例はないが職場としての取り
組みが見られる企業が 2 社であった。企業ごとのイ
ンタビュー結果を表 1に示す。 
 表１の各企業事例に見られるように、がん治療と
就労の良好な両立支援事例をもつ中小企業において
は、規則や制度がなくてもがん治療を要する社員の
体調と治療に応じて、柔軟な対応ができていること、
その基盤には、互いに支え合いながら業務を遂行す
る風土が存在すること、経営者が、自ら社員の健康
や日常生活についても親身に考えていること、さら
に、大企業と違い、経営者や人事労務担当者が一般
社員と近い存在にあり、一般社員と接する機会が多
くあることなどが示された。 
7 企業から得られたコードをもとに質的な分析を

行った結果を表 2 に示す。中小企業における両立支
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援のあり方として、32 の小カテゴリー、24 の中カテ
ゴリー、および 6つの大カテゴリーが抽出された。  

1 つ目の大カテゴリーとして、社員の健康を重視す
る社長の方針が明確で経営理念や社是にも明示する
などの「健康重視の社長方針と経営理念の周知」が
得られた。2つ目として、本人・家族が病気になって
も互いに支え合えるよう社員同士のつながりやコミ
ュニケーションを強化する「職場での相互支援・コ
ミュニケーションの促進」の大カテゴリーが抽出さ
れた、3つ目としては、通院等のための休みの取りや
すさやがん検診のための特別休暇・費用補助による
受診奨励など「休暇取得とがん検診の奨励」が挙げ
られた、4 つ目の大カテゴリーとして、短時間勤務や
軽作業への配置転換などの対応を柔軟に行う「勤務
時間と勤務内容の柔軟な工夫」が得られた。5つ目と
しては、上司や人事労務担当者が体調に合わせた無
理のない働き方について相談にのり情報提供するな
どの「上司・人事労務担当者による細やかな相談対
応」の大カテゴリーが抽出された。最後に、6つ目の
大カテゴリーとして、両立支援に関する情報を得て
外部の医療専門職に相談するなどの「外部資源との
連携や情報の活用」の大カテゴリーが得られた。 

最も多くのコード数が得られたのは、「社長の方針
と経営理念」や「職場の雰囲気・コミュニケーショ
ン」など、経営者から発信するメッセージや職場の
雰囲気やコミュニケーションに関する語りであった。
次に多かったのが「休暇の取得やがん検診の奨励」、
「勤務時間と内容の工夫」、「上司、人事労務担当者
の対応」などのがんと診断された労働者の職場調整
に関する内容であった。一方、「外部資源との連携や
情報の活用」に含まれるコード数は、極端に少なか
った。 
 
2. 支援ツールの開発と妥当性の検討 
1)支援ツールの基本構成 
 研究者間のディスカッションにより、がん治療と
就労の両立支援を中小企業にも普及推進していくた
めの支援ツールのターゲットを、経営者と人事労務
担当者とすることとした。支援ツールの活用場面・
目的としては、経営者・人事労務担当者の「両立支
援」に関する関心を高め、職場で出来ることから取
り組むことを促進・支援するツールとすることに焦
点化した。 
 支援ツールの基本構成として、両立支援度の自己
チェックと結果表示ができる診断ツールと、判定結
果の説明や改善ヒントなどの情報提供ツールを組み
込むこととした。 
(1)両立支援度チェック(6 領域 24 項目)と結果表示
（レーダーチャート） 

両立支援度チェックに関しては、企業へのインタ
ビュー結果から抽出された 6つの大カテゴリーと 24
の中カテゴリーを参考に、両立支援に関連の高い 6
領域 24 項目の質問項目を作成した。 

両立支援度チェックは、1 領域あたり 4 項目とし、
各質問項目に対し、“はい”（1 点）、あるいは“いい
え”（0 点）で回答する形式とし、各領域の 4 項目の
合計点が 0点～4点となるようにした。 
診断結果の表示方法として、視覚的に自分の企業

（職場）の強みや課題が一目で把握できるよう、レ
ーダーチャートを用いることとした。 
(2)解説と改善ヒント 
レーダーチャートの結果をもとに、各企業が今後

どのような改善対策をとったら良いかのヒントを得
られるよう、各々の領域名をクリックするとそれぞ
れの領域の詳しい解説と改善ヒントにジャンプでき
る仕様とした。領域毎の改善ヒントに関しては、よ
り具体的かつ実践的に内容が伝わるよう、行動表現
（アクション・フレーズ）で作成した。 
(3)基本構成に関する妥当性の検討 
＜専門家の意見に基づく妥当性の検討＞ 
経営者、および、経営学研究者 5 名から以下の意

見が挙げられた。両立支援度の自己チェックと改善
ヒントからなる基本構成については、事業所関係者
の関心を得やすく妥当と思われる。支援ツールの内
容・表現については、全般に明快で分かりやすい。
ターゲットが経営者・人事労務担当者なのか、一般
社員なのかで内容の表現や言い回し、質問の順序を
工夫する必要がある。若手の一般社員にも使っても
らうなら、「もし私が”がん”になったとしたら？」
という視点で支援ツールを作ることが望ましい。経
営者や人事労務担当者向けの支援ツールとするなら、
「社長の方針と経営理念」から始まる今回の質問項
目の順序や内容は適当と思われる。解説や役立つヒ
ントの情報量が多いが、アプリやホームページで展
開する時に、必要な情報だけを見られるような工夫
をすれば、飽きずに実施してもらえると思う、など
の意見であった。 
 支援ツールの普及のためには、人事労務担当者や
経営者がよく使うサイトに情報を載せること、経団
連、社労士やハローワークなど、対象が多く集まる
場所や機会を活用し広報していくのがよいと思われ
る。更に妥当性を検討していく場合は、支援ツール
も経営者側と一般社員側の両者の視点から分析する
必要があるとの意見が挙げられた。 
＜中小企業の人事担当者へのアンケートを基にした
妥当性の検討＞ 
10 社から回答が得られた。両立支援度チェックが

使いやすく分かりやすいと答えた企業が10社中7社
であった。自由記載欄には、企業理念に健康を入れ
るという発想がなかったが良い気づきとなったこと、
具体的で分かりやすいこと、などの意見が書かれて
いた。支援ツール全般に関して理解できた、および、
まあまあ理解できたと答えた企業は、4社中 3社であ
った。 
2)アプリ版の企画と検討 
 アプリ版の企画詳細について、資料 1 に示す。ス
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マートフォンで使用できるアプリを開発することに
より、経営者や人事労務担当者だけでなく、より幅
広く一般社員にもターゲットを拡げることができる。
場所を選ばず、いつでも気になった時に簡単に飽き
ずに楽しみながら自職場の両立支援度をチェックし
て、身近な職場や企業における強みや課題を診断で
き、気づきを促すことができるツールである。改善
に向けての具体的なヒントも得やすい構成となって
いる。 
(1)両立支援度チェック（6領域 24項目）の 
各領域にはミニ解説が同時に表示され必要性が確認
できる。 
(2)両立支援度チェックの結果はレーダーチャート
として表示し、各領域・項目の解説や役立つヒント
へジャンプして情報が得られる。 
(3)メダルや認定証の付与など、ゲーム性を持たせ、
継続して楽しめる要素を取り入れた。 
＜専門家の意見に基づく妥当性の検討＞ 
 経営者および、経営学研究者からアプリ版の内容
に関する意見を聴取した結果、広く支援ツールを広
めるにはアプリ版の活用が効果的である可能性はあ
り、ターゲットが社員なら“ごほうび”、“メダル”
などを楽しめるかもしれない。一方、経営者や人事
労務担当者には返ってゲーム性が邪魔な機能で不要
と思われる。また、アプリ版は開発費用が高額であ
り、継続運用やメンテナンスを含め見積もる必要が
ある。企業に協賛いただくなどの工夫が必要と思わ
れる、などの意見が得られた。今後に向けて更に企
画を練る必要があることが示唆され、今回のアプリ
版開発は、企画段階までとした。 
3)ホームページ版の企画・開発と妥当性の検討 
 ホームページ版支援ツールの企画詳細を資料 2 に
示した。工夫したのは、 
(1)職場の両立支援度を実際にチェックすることが
できる。 
(2)両立支援度の診断結果がレーダーチャートで表
示され、強みと課題が一目でわかる。 
(3)6 領域それぞれに関して、重要性と改善ヒントの
情報を簡単に入手できる。 
(4)随時、各情報ページからレーダーチャートページ
に戻り、確認することができる。 
(5)診断結果、および、解説と改善ヒントがプリント
アウトできる。 
などの点である。自分たちの職場の両立支援度を実
際にチェックするところから始まり、強みと課題の
把握、改善ヒントなどの情報の入手が円滑にできる
よう配慮した。職場での情報共有と記録保存に便利
なように、診断日時を付した印刷機能も搭載した。
ホームページ版の画面サンプルを、資料 3に示す。 
＜専門家の意見に基づく妥当性の検討＞ 
経営者および、経営学研究者からの意見として、タ
ーゲットが経営者や人事労務担当者向けということ
であれば、両立支援ツールの内容や質問の順番はと

ても分かりやすいとのことであった。経営者や人事
労務担当者が多く集まるウェブサイトに情報を掲載
し、関連団体等を通じて啓発すると普及につながる
可能性が高いとの意見が寄せられた。 
＜中小企業の人事労務担当者へのアンケート結果に
基づく妥当性の検討＞ 
実際にウェブサイト上で支援ツールの試行ができ

るようになる以前に、17 ページほどになる紙面を送
付して意見を求めたこともあり、情報量が多く感じ
た、イラストや図をいれるなど工夫をしてほしい、
ホームページにした場合各領域からその解説や改善
ヒントにジャンプする機能が付けば見やすくなるな
どの意見があった。改善ヒントの内容については、
とても具体的で参考になる取り組み方法がわかった
との意見も寄せられた。 
以上の意見を踏まえて、ホームページ上の支援ツ

ールの操作性を向上させ、より分かり易い表現とな
るよう、繰り返し修正・調整を行って研究班のウェ
ブサイトに掲載した。 
 

Ｄ. 考察 
 
1. 企業へのインタビュー 
 インタビュー対象企業各社より、がん治療と就労
の両立支援の内容として、職場での具体的なコミュ
ニケーション、がん検診の奨励、休暇や労働形態の
工夫、相談体制等について多くの実践例が語られた。
がん治療と労働の両立支援には、半日休暇や時間休
暇制度などのしくみが必要と指摘されているが、良
好事例をもつ中小企業においては、規則や制度が無
くても、柔軟な支援が実践されていることが示され
た。それらの支援を実現できる背景として、特に経
営者の積極的な姿勢が大変重要であることも示され
た。中小企業の強みとして、経営者と社員の距離が
近く、家庭的な雰囲気のコミュニケーションが普段
から行われている場合が少なくない。がんと診断さ
れた社員が直面する困り事や心配事に対して、経営
者をはじめ、がんと診断された社員の直属の上司、
人事労務担当者が相談に応じ柔軟な対応をとってい
る事例や、職場の仲間同士が助け合い補完し合う事
例が多く語られた。中小企業での人材不足の現状、
特に専門性が高い代替要員の確保が困難な業界特有
の事情も背景にあることから、限られた人材を大切
にしたいという経営者・人事労務担当者の強い思い
があるように見受けられた。 
一方、「外部資源との連携や情報の活用」に関する

語りが極端に少なかったことからは、専門職への相
談ルートを知らない場合が多く、手探りで対応して
いる可能性が推測された。両立支援ガイドラインが
発表されたこと自体も特に中小企業では知られてい
ないこと、小規模企業になればなるほど産業医選任
の義務もなく産業保健専門職との接点がない実情が
ある。がんと診断された社員をどのように支援して
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いったらいいのかを相談できるルートや、主治医と
の連絡方法も知らないことが伺えた。がんに限らず、
社員が心身の病気に陥った際に、外部機関との連携
や情報活用が可能になるよう、中小企業への啓発活
動を強化する必要がある。具体的には、産業保健総
合支援センターや地域産業保健センター等の産業保
健専門職（産業医や産業看護職等）の役割や、医療
機関との連携方法等を経営者や人事労務担当者に知
らせ、企業外機関・専門職を積極的に活用してもら
うことが有用と考えられる。 

労働者の高齢化が進み、がんと診断される労働者
が増加傾向にある中、多くの労働者が規則や制度の
充実した大企業ではなく、中小企業で働いている現
状を鑑みると、本研究で得られた知見は、労働者の
健康確保のみならず労働力確保にもつながると考え
られる。経営者の意識の持ち方次第で、企業内での
両立支援のあり方が大きく変わることから、今後は
経営者への啓発活動を強化していくことが大変重要
になると考える。 

 
2. 支援ツールの開発と妥当性の検討 
 今回作成した支援ツールの基本構成については、
経営者や人事労務担当者向けとして適切であり、分
かりやすいとの意見が企業の人事労務担当者や経営
者、経営学研究者等から寄せられた。中小企業の経
営者・人事労務担当者向けの支援ツールとして、一
定の妥当性があると考えられた。今後は、経営者や
人事労務担当者がよくみるウェブサイトや各種団体
を通して啓発してくことにより効果的な普及が見込
めるなど、今後の両立支援の普及推進方策に関する
具体的なヒントが得られた。 

一般労働者を含むより多くの働く人々に支援ツー
ルを届けるためにはアプリ版の開発が期待される。
特に若い世代の一般社員が、自分の所属する会社（職
場）のがん治療と就労の両立支援について、場所を
選ばずゲーム感覚で楽しみながら振り返り、両立支
援に関する情報を得て意識を高めることが期待でき
る。しかし、経営者や人事労務担当者と、一般社員
の視点や意識には乖離もあるため、それぞれのニー
ズに適合した支援ツールを開発する必要があること
が示唆された。それぞれの内容構成や表示の仕方な
どについては更なる検討が必要と考えられる。  

治療と就労の両立支援ができる職場環境を実現す
るためには、がんと診断された社員だけでなく、働
くすべての人が両立支援に関心を持ち具体的で有益
な情報が簡単に得られる仕組みを作る必要性がある。
本研究の限界として、支援ツールに関して意見を聞
けた企業は産業保健活動に積極的に取り組んでいる
企業であり一般的な企業の意識からは偏りがあった
可能性が考えられる。ホームページ版支援ツールが
研究班のウェブサイトに公開されることにより、よ
り多くの企業関係者からも広く意見を得て、更に使

い易い改訂版を検討していきたい。 
 
Ｅ. 結論 
 
 本研究から、以下のことが明らかとなった。 
 
1.中小企業における良好事例から明らかになったが
んと就労の両立支援の内容として、「健康重視の社長
方針と経営理念の周知」、「職場での相互支援・コミ
ュニケーションの促進」、「休暇取得とがん検診の奨
励」、「勤務時間と勤務内容の柔軟な工夫」、「上司・
人事担当者による細やかな相談対応」、「外部資源と
の連携や情報の活用」の 6点が明らかとなった。 
 
2.中小企業で活用可能な、がんと就労の両立を普及
推進するための支援ツールとして、両立支援度チェ
ックおよび改善ヒントからなる支援ツールを開発し、
経営者や人事労務担当者の意見を得て妥当性を検討
した。ホームページ版とアプリ版について企画・検
討し、今回はホームページ版を研究班ウェブサイト
上に公開し、普及の一助とした。 
 
Ｇ. 研究発表 
 
1. 論文発表 
1) 吉川悦子、吉川徹：小規模事業場での適応を視

野に入れた職業性ストレス新改善支援ツールの
開発．産業精神保健．24（3）204-210.2016．  

2) 濱田麻由美、佐々木美奈子：がん患者の就労支
援．癌と化学療法．43（13），2473－2476,2016. 

2. 学会発表 
1) 須藤ジュン，錦戸典子：がんに罹患した労働者への支援に

おいて産業保健師が行うコーディネーション－支援時期別
の具体的内容とその特徴－．日本地域看護学会第19回学術
集会，2016年8月，栃木（平成27年度奨励論文賞受賞） 

2) 佐々 木美奈子：中小企業労働者の「がん」受療率：
患者調査結果に対する比率を指標とした高血圧
外来受療率との比較．日本産業看護学会第5回学術集
会，2016年11月，浜松 

3) 錦戸典子：治療と就労の両立を支援する心理社会的職場環
境づくりに向けてーがん就労者と同僚・上司の相互支援を
中心にーシンポジウム座長. 産業ストレス学会, 2016年11
月26日(土), 学術総合センター一橋講堂, 東京都千代田区 

4) 佐々 木美奈子：治療と就労の両立を支援する心理社会的職
場環境づくりに向けてーがん就労者と同僚・上司の相互支
援を中心にーシンポジウム, 支え合う職場づくりのために
～研修実施を通しての学び～, 産業ストレス学会, 2016年
11月26日(土), 学術総合センター一橋講堂, 東京都千代田
区 
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【資料３ 支援ツール HP 版 画面サンプル】 
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